
長与町水道管路更新計画

（令和６年度策定）

長与町水道局上下水道課



１．水道管路更新計画策定の趣旨

　長与町の水道事業は1960（昭和35）年に創設し、以後８期にわたる事業拡張及び事業統

合を行い、安全で安定した水の供給に努めてきました。

　この間、急速な都市化に伴う人口増加を背景に水道整備事業を実施し、給水区域内の

普及率は100％に達しています。長与町の水道管は、高度経済成長期に布設されたもの

が多く、布設から40年を経過した老朽管が年々増えています。また、近年全国各地で発生

している地震により水道施設が被害を受け、断水解消に長期間を要しています。このように、

水道施設の老朽化対策及び耐震化は喫緊の課題となっています。

　しかし、管路の耐震化や老朽管更新といった管路施設の整備事業は、多額の費用を要し、

短期・集中的に行うことは困難な状況にあることから、整備事業の費用対効果を最大限に

考慮した計画が求められています。

　こうした状況の中、本計画では、管路の耐震面、老朽度面、事故時の影響などを考慮した

機能評価を行うことによって、管路の現状を的確に把握し、効率的・総合的な管路更新（耐

震化）を行うことを目的としています。

２．管路の現状と課題

（１）水道管路の布設状況

　令和５年度末（2023年度末）において、長与町給水区域内に布設されている水道管の総

延長は約246kmとなっています。その中で、法定耐用年数（地方公営企業法による）の40年

を超過している管は約67km存在しており、管路全体の27.2％に達しています。なお、法定

耐用年数は、水道管の寿命とは異なるため、40年を経過して直ちに使用ができなくなる訳

ではありません。

地震により破損した水道管 老朽化した水道管の漏水
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　しかし、水道管の本体や継手部材の経年劣化が進み、強度が低下すれば、地震等の

災害に対する脆弱性が高まるとともに、平常時においても漏水発生のリスクが高まること

となります。

（２）管路経年化率の推移

　水道管の総延長に対して、法定耐用年数を超過した水道管の延長割合を示す「管路

経年化率」の推移を見ると、拡張事業で建設された管路が更新時期を迎えていることより

全国平均を上回る結果となっています。

※全国平均の管路経年化率は国の発表値（令和４年度末まで公表）

布設年度別管路延長（令和５年度末時点）
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（３）管路更新率の推移

　水道管の総延長に対して、当該年度に更新した水道管の延長割合を示す「管路更新率」

については、全国平均としては減少傾向にあり、長与町においては年度毎の財政状況等、

各種要因に左右されるため更新率の傾向としてはばらつきがある状況です。

※全国平均の管路更新率は国の発表値（令和４年度末まで公表）

３．管路更新（耐震化）事業の方向性

（１）更新基準の設定

　町内に布設されている水道管は以下のとおりで、管種のうち『配水管（各家庭・事業所へ

給水を行う管）』の耐震適合率が他の管種に比べると低い状況です。

※1・・・耐震適合管含む 令和5年度末時点数値

単位：（m) 

52,284.7 51.13%

21,488.0 93,097.2 18.75%

145,381.9 34.39%

5,166.0 55.02%

3,796.6 72.63%

管種 総延長
うち、耐震管

※1
うち、非耐震管 耐震適合率
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　上記のとおり、基幹管路においてはレベル2地震動まで対応することが求められてい

ます。前頁に示した耐震適合率の状況と上記指針より、町内における『配水本管』の更

新を最優先課題として設定します。（基幹管路には位置付けられておりませんが、配水

支管の耐震適合率も高い数値ではないため、配水本管の布設替えに併せて更新を行

う予定です。）

（２）更新対象管路の設定

◎配水本管（非耐震管）の布設状況（令和5年度末時点）

※長与町アセットマネジメント計画（R7.3.31策定）より

　町内に布設されている「配水本管（非耐震管）」の状況は上記のとおりです。管材の割

合としては、ダクタイル鋳鉄管がその多くを占めるものの、実使用年数においてその他の

管と20年もの差があるため、法定耐用年数と目標耐用年数が同程度の『硬質塩化ビニル

管』を更新優先管材として選定します。

重要度
（機能）

基幹管路
導水管
送水管

配水本管

当該管路の健全な機能を損なわな
い。

生ずる損傷が軽微であって、当該管
路の機能に重大な影響を及ぼさな
い。
（一定の機能低下を来したとしても、
速やかに機能が回復できる。）

管路が備えるべき耐震性能

レベル1地震動

当該施設の設置地点において発生する
ものと想定される地震動のうち、当該施
設の供用中に発生する確率の高いも
の。

レベル2地震動

当該施設の設置地点において発生する
ものと想定される地震動のうち、最大規
模の強さを有するもの。

目標耐用年数（※）

60年

配水支管

生ずる損傷が軽微であって、当該管
路の機能に重大な影響を及ぼさな
い。
（一定の機能低下を来したとしても、
速やかに機能が回復できる。）

―

管材 延長(m) 割合

ダクタイル鋳鉄管 39,342.1 75%

40年

40年

鋼管 678.1 1%

硬質塩化ビニル管 12,264.5 23%

－4－



（３）更新対象路線の設定

　更新対象路線の選定については経年度や劣化状況等の「健全度」、病院や災害時避難

所の給水優先施設などの「重要度」等を勘案し、以下の管路の更新を優先的に行うこととし

ます。

　　・拠点避難所、病院等への重要給水施設管路 　

　　・国県道及びJR横断等の漏水事故時に復旧困難な管路

　　・他の系統からの水融通が不可能な管路

　　・漏水事故等が多発している管路

４．事業計画の概要

　本計画において、事業期間は令和7年（2025年）から令和16年（2034年）とし、選定した

更新対象管路から、基幹管路等ごとの優先順位づけをもとに、更新路線を選定し、事業

の進捗状況と評価を行いながら取り組みます。

【事業計画の概要】

　　■事業期間　　令和７年度（2025年度）　～　令和16年度（2034年度）

　　■総事業費　　約8億円

　　■更新延長　　約10km

【管路の耐震適合率の目標値】

合計

3.6 km

5.8 km

9.4 km

3.6 億円

4.2 億円

7.8 億円

事業費

基幹管路以外 管路全体

管路種別 更新対象口径

基幹管路

基幹管路以外

口径 75mm～150mm

口径 25mm～75mm

更新延長

37.50%

41.32%

年度

令和５年度（2023年度）

令和16年度（2033年度）

基幹管路

53.72% 18.75%

56.47% 23.81%
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【事業名及び更新（耐震化）対象路線】

■硬質塩化ビニル管更新事業

■重要給水施設管路耐震化事業

　なお、本計画に基づいて事業を進めていきますが、現場における漏水発生状況や、

各管種の製品寿命の調査研究結果など、今後の情勢を踏まえながら上記の選定箇

所に拘わらず柔軟に対応することとします。

25～100 2,820

S51
硬質塩化ビニル管
ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

75 340

H1

更新延長
(m)

硬質塩化ビニル管 75

490

120

8,480

S50 硬質塩化ビニル管 50～75

布設
年度

既設管種
口径
（mm）

1 高田郷

番号 工事箇所

3 嬉里郷

3 嬉里郷

4 吉無田郷

平木場郷

2 岡郷

2 三根郷

番号 工事箇所

75～100

布設
年度

S54

S51

既設管種

硬質塩化ビニル管

硬質塩化ビニル管

口径
（mm）

50～150

S38 硬質塩化ビニル管 50～150 1,640

更新延長
(m)

2,060

合計 950

合計

1

1,960

S51 硬質塩化ビニル管

－6－



【計画の運用】

「水道の耐震化計画等策定指針（厚生労働省局水道課 平成27年6月）」においては、

実質的な計画の期間としては10年程度を基本とし、管路状況や施工予定箇所の状況を

考慮しながら、早期の重要施設等の耐震化と健全な管路の維持を図るため、概ね５年

を目安とした計画の見直しを行うように記されています。よって、本計画においても、概ね

５年以内の必要な時期に、計画の見直しを行い、PDCAサイクルを繰り返しながら、水道

事業を取り巻く様々な変化に柔軟に対応していきます。

5．おわりに

長与町の水道事業は、人口の減少、節水型社会の進展などにより水需要が減少傾向

で推移し、それに伴い水道事業を営む上で必要となる収益も減少することが予想されます。

一方、老朽化した施設が耐用年数を迎え、大規模な施設更新、長寿命化、施設規模の

適正化を意識した改築更新に加え、耐震化など災害に強いインフラ整備が求められます。

このことから、更新資金の確保や施設の状態を踏まえた計画的な更新が必要であり、

管路についても適切な更新を行わなければ現有する資産を次の世代に継承することが

できません。

本事業計画は、生活に欠かすことのできない水道水の安定的な供給を継続し、次世代

へ健全な水道資産を継承するために重要なものであり、適宜の計画見直しも含め、継続的

に水道管路の更新を行うことで、長与町水道事業を維持してまいります。

水道サービスの向上

D：事業の実施

事業実施

進捗管理

P：計画策定

目標の設定

中長期計画の策

C：目標達成確認

目標達成評価

A：改善

新たな手法の導入

計画内容の見直し
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